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■ 研究会開催報告 ■ 

 「中国プラットフォーマーのビジネスモデル～競争ポイントの変化と展望～」 

日 時：2019 年 5 月 31 日（金）15：00～17：00 

場 所：JST 東京本部別館 １F ホール 

 

【講演概要】 

 中国のデジタルビジネスは、企業戦略や政府政策、社会環境などが絡み合って、すさまじい勢いで発展・変化してい

ます。この動きを客観的に理解するためには、個別の事象を追うだけでなく、「全体体系」を 把握したうえで「要因

間の因果関係」と「変化の構造」を分析することが重要です。本講座では、前半で、中国デジタルビジネスの成長要

因と変化について、ア リババ等プラットフォーマーのビジネスモデルと中国政府政策を中心に体系的に解説します。

更に後半で、「生活シーンの囲い込み」、「ネットとリアルの融合」、「チャネルから製品・サービスの競争へ」な ど最

新の競争ポイントについて、主要企業（伝統的企業を含む）の競争戦略を比較分析し、日本企業としての着眼点を示

します。 

【講師紹介】岡野 寿彦（おかの としひこ）氏：  

株式会社ＮＴＴデータ経営研究所グローバル金融ビジネスユニット  

シニアスペシャリスト 

略歴 

上智大学法学部卒業後、NTT データにてＳＥ、法務を経験した後、1995 年より中国郵便貯金シ

ステム構築にプロジェクトマネジャーとして参画、北京現地法人経営。2004 年よりインド、東

南アジアでのＩＴサポート事業開発責任者。2011 年より上海にて、中国金融機関向けＩＴサー 

ビスの事業開発を目的に、人民銀行直系企業グループとの資本提携に取組み、合弁会社（董事長は元浦東発展銀行頭

取）に 経営陣 No２で経営参画。2016 年から NTT データ経営研究所にて、中国における現地化、合弁経営やデジタルビ

ジネスをテーマに、企業人視点での分析・発信に取り組む。 早稲田大学ビジネス・ファイナンス研究センター「日中

ビジネス推進フォーラム」研究員を兼務。 

主要レポート 

･「デジタルの衝撃とチャイナインパクト」（NTT データ経営研究所）  

・デジタル化時代のチャイナ・インパクトを構造的に読み解く（全体観と分析視点の提示）  

・中国フィンテック～顧客データをめぐる攻防～中国工商銀行のインターネット戦略  

NIRA 総合研究開発機構「『わたしの構想』 中国ＩＴ産業はどこへ向かうのか」  

日中経協ジャーナル「デジタル化がもたらす中国社会の変貌」  

日本経済研究センター中国研究報告書「変化する中国のデジタルビジネス～ネットからリアル世界へ」 
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1.講演録 

【開会】 

 これより JST 中国総合研究・さくらサイエンスセ

ンター第 127 回中国研究会を開催する。本日は NTT

データ経営研究所グローバル金融ビジネスユニットの

シニアスペシャリストである岡野寿彦先生をお招き

し、『中国プラットフォーマーのビジネスモデル～競

争ポイントの変化と展望～』と題し、ご講演いただ

く。先生のご経歴の詳細は割愛させていただく。それ

では先生、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【講演】 

ご紹介いただきました岡野です。 

 初めに自己紹介をさせていただく。私と中国との関

わりは 1990 年代半ばに、NTT データが中国の人民銀

行および中国郵便貯金システムの建設に参画した時に

スタートした。天安門事件後の第二次中国進出ブーム

の時代であり、自分もその動きに加わりたいという思

いで中国語を勉強し、希望がかなって中国郵便貯金シ

ステムプロジェクトに参画できた。1 年半、勤務地で

ある新疆ウイグル自治区に入り込んで、新疆ウルムチ

郵便貯金システムセンターの建設にプロジェクト・マ

ネジャーとして取り組んだ。当時、現地には日本食も

なく、羊の串刺しを毎晩食べて、新疆ビールを飲んで

栄養をつけてプロジェクトに取り組んだ。 

 郵便貯金システムは NTT データが、北京、天津を

はじめ中国の全 12 都市の貯金センター構築を受注

し、日本からの出張者を中心とする体制で取り組んだ

が、中国のプロジェクトの進め方やコストの課題があ

り、体制の現地化に取り組み、技術移転を受けたメン

バーを中心に設立したのが、北京 NTT DATA 系統集

成有限公司である。私は当時 35 歳であったが、初代

の総経理になる機会をいただいた。ただ、この時点で

すでに中国の金融インフラの一つとして、国産化を中

国政府が進める中で、外資系企業として事業を継続す

るのが難しい局面があり、このプロジェクトから撤退

しつつ、現地法人を日本向けのソフトウエア開発（オ

フシェアリング）拠点に品質を確保しながら切り替え

ることを行った。 

 2003 年からは、日系製造企業の IT サポートの仕事

をベトナムやタイ、マレーシア、最後はインドで取り

組んだ。2011 年に再度上海に赴任し、中国の国内の

金融機関、特に地方銀行向け共同センターの事業化に

取り組んだ。外資系企業単独では事業化が難しいた

め、中国政府系企業との資本提携・合弁経営に取り組

んだ。パートナーは上海 A 集団。人民銀行の政策に基

づき上海市を母体とする企業集団だが、NTT データが

ここにマイナー出資をし、さらに合弁会社として地方

銀行向け IT サービス会社を設立した。董事長が元上

海の元浦東発展銀行の頭取で、上海銀行の董事長だっ

た方だが、総裁は銀聯幹部で、その下に私がいた。日

本人の企業人としては、中国の世界に深く入り込ん

で、中日双方からのプレッシャーを受けながら仕事を

した。 

 

 はじめに、今日の話の全体像だが、変化スピードの

速い中国のデジタル化を理解するうえで、全体観を持

つことが大事だと思う。日本では、ある局面を捉えて

「中国崩壊」や「中国が凄い」の極端な論調になりや

すいが、全体観を持ったうえで、起きている事象を評

価することが重要である。 

 ここでの全体観だが、BAT に代表される中国のプラ

ットフォーマーが成長した背景の中には、彼らが社会

の困りごとを、デジタル技術を活用したマッチングに

より解決し急成長したという面がある。その裏側に

は、金融を例にすると、伝統的な金融機関が実体経済

の金融ニーズに応えることが出来ていなかったという

ことがある。例えば、アリババのアリペイは安全な代

金回収、余額宝は、一般市民の手軽な運用手段が無い

という課題に応えたものだ。 

 一方で中国政府も経済新常態において、それまでの

ような公共投資、低賃金労働力を活用した輸出を成長

エンジンとして期待することが出来ない中で、インタ

ーネットを成長エンジンの一つに位置付けたという面

がある。また、中国の企業人の短期で効率的に儲けた

いという思考や行動もある。そして失敗を許容しやす

い風土、新しい企業に対してお金が流れやすいという

背景環境があって、プラットフォーマーの急成長があ

ったと考えることができる。 

それがどう変化しているのか、大きな流れでいうと、

彼らはオンラインの中で「つなげる」ことを通じて成

長してきたが、今現在はネット取引の成長は飽和状態

にあるといわれており、ネットとリアル、具体的には

実際のお店やフィジカルな世界との間の融合など、こ

れまでネットで蓄積してきたデータを活かして小売り

や製造業を再構築することが、アリババを代表するプ

ラットフォーマーの最新戦略になっている。 

 一方で、銀行を例にすると、伝統的な金融機関は預

金者との接点プラットフォーマーに取られて、顧客情

報が入ってこないという課題を抱えている中で、自ら

が EC（電子商務）サイトを運営したり、プラットフ

ォーマーと提携したりという試行錯誤の動きがある。

政府の政策についても、「先ずはやらせて後から必要

に応じて法制化する」という放任的な規制ポリシーか

ら、政府による掌握強化に変わってきている。これに

は、消費者保護という観点だけではく、今の米中の話

も影響している面がある。中国は科学技術強国の建設

を強力に進めていくだろう。また、個人情報保護の意

識の高まりも、プラットフォーマー等のデータ活用モ
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デルにインパクトを与える。以上の全体構成を踏まえ

て、本日の各章を解説していきたい。 

 

第 1 章 中国プラットフォーマーの成長要因とビジネ

スモデル 

 BAT（百度、アリババ、テンセント）はプラットフ

ォーマーと称されるが、プラットフォーマーとは、

「人と企業」、「人と人」、「企業と企業」などをマッチ

ングすることにより、取引を生み、経済的な価値を生

み出す事業主体とここでは定義したい。具体的には、

アリババはモノを売りたい人と買いたい人を、テンセ

ントは人と人とのコミュニケーションをつなげる、百

度は日本でいう Google や Yahoo みたいな検索サイト

だが、検索を通じて何かに関心を持っている人に広告

出したい人をつなげることによって価値を生み出すこ

とが、創業の事業である。そこからどのように急成長

をしたのかというと、ビジネスインフラを作りパート

ナー企業を集め、顧客との間でネットワーク効果をつ

くって成長してきた。 

 ビジネスインフラについて、日本でも有名なアリペ

イを例にすると、モノを売った人の代金回収の不安、

買い手の品物が届くのかという不安をエスクロー方式

により解決する決済ソリューションである。解決す

る。何か事業を行いたい人が、事業を行いやすいよう

にするために物流インフラの整備や金融を動かすこと

により全体の取引を活性化している。プラットフォー

ムの構築において大事なのは信用体系である。モノを

売りたい人と買いたい人とが、どこまで相手を信用し

てよいか、取引を通じて集めたデータを可視化し、信

用を明らかにして取引を活性化させる。このように、

自らの技術に留まらずビジネスインフラを作り、パー

トナーを集め、より大きな経済圏をつくったというの

が基本的な成長要因となっている。 

 また、まずはやってみるという中国人の思考がデジ

タル技術を活用した事業創出とマッチした。失敗を許

容する中国社会の風土もある。中国政府も、経済新常

態といわれる状況の中で、雇用対策や産業競争力強化

を目的にして、プラットフォーマーの牽引役となった

インターネットビジネスを後押ししたことで成長し

た、ということがすごくシンプルにみると言えると考

える。 

 

 ケース１「アリババのビジネスモデル」 

 アリババの事業定義をあえて行うとすると、生い立

ちは EC（電子商務）、ネット上でモノを売りたい人と

買いたい人をつなげる場を提供する会社だが、今のア

リババの事業定義は中小企業や個人事業者などのビジ

ネスを行いたい人たちに取引の相手を見つけられるよ

うにすることだ。決済のリスクを回避できる仕組みを

提供し、参入障壁を下げた。EC 事業者というより

も、企業にビジネスインフラを提供する会社と捉えた

方がアリババをより正確に理解できると思う。環境を

整えて事業を行いたい人を巻き込んで、アリババプラ

ットフォームの上で消費者と事業者をつなげるという

ことを行ってきた。この中で取引される情報で、ある

企業の１日 8,000 件の取引量を例にすると、商流・金

流・物流に伴って発生するデータに基づいて信用情報

システムを作っている。企業と消費者の評価体系を作

って、取引信用コストを下げることにより、企業への

無担保運転資金の融資や消費者へのバーチャルクレジ

ットカードなど、資金がボトルネックになって経済が

動いていなかったところをこじ開け、さらに取引件数

の増加につながっている。 

 ビジネスモデルとして、モノを売る側と買う側を見

た場合に、アリババがやってきたことはモノを買う側

の消費者側に立って、信用の問題や代金をバックアッ

プし、モノがきちんと届くようにしたことだ。また、

消費者へのメリットを提供することを通じて、消費者

基盤を固めて、その上に事業をしたい人を集めて、広

告料をとるなどし、アリババのサイト上で、より消費

者が見やすい場所に広告を出すためのお金をもらっ

て、基本的には広告料で儲けるということである。 

 アリババの企業理念だが、中小企業に仕事をやりや

すい環境をつくるという観点で見ると、2014 年 9 月 8

日のジャック・マー会長のスピーチにもあるが、創業

の時から変わっていない。「幾千の小さな会社に仕事

を与えること」「ビジネスの難しさを取り除き、ビジ

ネスをどこにいてもできる容易なものにする」であ

る。アリババグループで金融事業を行っているアント

フィナンシャルの当時の CEO（最高経営責任者）

は、中小企業と個人消費者へのサービス提供に焦点を

当てること。信用が資産になるような体系をつくるこ

とをビジネスで実現している。 

 アカデミアの世界だと、プラットフォーム、プラッ

トフォーマーは新しい領域であり、人によって定義が

違うかもしれないが、シンプルに言うと、二つの顧客

グループ（モノを売りたい人、買いたい人）を誘致

し、仲介し、お互いに取引できるようにすることで価

値を生み出している。モノを売りたい人をプロデュー

サー、消費者との間をマッチングする場を提供するこ

とをプラットフォーマーという。プラットフォーマー

ではない、従来型の企業については、学問的にはバリ

ューチェーンという言い方をすることが多い。または

インプット、アウトプット型ということもある。自動

車メーカーであれば、部品を集め、従業員を集めて組

み立て、ディストリビューター（販売代理店）経由で

売るという直線型のモデルである。 

 経営学の世界で、マイケル・ポーターの「価値連

鎖」というのは、基本的にはサプライチェーンをいか

に効率的に運用するかということであるし、バーニー
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の「VRIO フレームワーク」は、企業にとって資産こ

そが競争力の源泉だと考え、そのために従業員や設備

の質を上げるなどを研究していることだが、この直線

型の形に対して、プラットフォーマーは極力、自分は

資産を持たず、資産はプロデューサーに持ってもら

い、消費者をマッチングして、結び付ける。プラット

フォーマーの戦略において大事なのは、何を結び付け

られるか。何と何を結び付けることに価値があるの

か。そこを見つけて、マッチングの場を作るというこ

と。自ら資産を持たずに、自社の外にネットワークを

構築して調整する。それがプラットフォームの定義で

ある。 

 一方のバリューチェーン型は社内で人材育成、設

備、生産システムを高度化していくことで価値を生み

出し、企業が社内に保有する資源が最も価値のある資

産、という形である。こう見てみると、プラットフォ

ームは決して新しい概念ではない。例えば企業に対す

る人材派遣は、プラットフォームであるし、これと同

じビジネス形態は従来型からあるが、なぜ今、プラッ

トフォーマーが脚光を浴びているのかというと、スマ

ホの普及によって、参加者が飛躍的に増えたことによ

る。デジタル技術によって、売りたい人と買いたい人

をつなげる、お互いにどこまで信用してよいのかとい

うのが見えやすくなってきたということがあると思

う。これにより、プラットフォーマーというビジネス

モデルが、デジタル技術によって力を得て、飛躍的に

成功してきたという状況である。 

 プラットフォーマーは実際に何をやっているのかと

いう話になるが、モノを売りたい人がいなければ消費

者は集まらないし、消費者がいなければ売りたい人が

集まらないので、プロデューサーと消費者をバランス

良く集めマッチングする。全体として価値を上げるよ

うな取引費用を下げるなどツールの提供などを行い、

このプラットフォーマーに集う人たちが、困らないよ

うな質を確保するためのルールを作るということを行

っている。例として、ウーバーの中国版と呼ばれる、

ディディ（滴滴出行）でいうと、はじめの段階ではタ

クシー会社に営業をし、ディディの仕組みを使ってく

れる運転手を集め、消費者に便利だと認識させる活動

を行った。マッチングするために、従来は、この時間

のこのエリアでは、お客さんはたくさんいるが、車が

いないという場所を運転手さんがわかるような仕組み

をつくり、マッチングを促進することを行った。 

 ここでいうプラットフォームの価値を高めるという

ことは、運転手や乗客がどれだけ信用できるか、得点

などで評価できるような仕組みをつくり、全体として

の信用体系を構築することで、お互いの行いを良くす

る仕組みである。プラットフォーマーの難しさは、プ

ラットフォームが複雑化してくると、プロデューサー

も消費者も自分の社員ではないので、品質評価が難し

い。例えば、ディディで女性の乗客が運転手に殺害さ

れたということが起こった。それに対して、さらにル

ールを制定し品質を高めていくことにより、取引全体

が拡大するのがプラットフォーマーの機能である。 

 よく GAFA（Google、Amazon、Facebook、

Apple）というが、その中の代表選手がアマゾンであ

る。アマゾンはプラットフォーマーといわれるが、ア

マゾンの生い立ちのビジネスは、本の小売りだ。本を

集めてきてネットで売るという形態で、実はアマゾン

の生い立ちはバリューチェーンであった。しかし、あ

るタイミングから、パートナーのショップを集めてき

て、本のサイトでもアマゾンが直接売っているモノ以

外に、他のショップから中古本など 

が売りに出てくる。まさにプラットフォーマーであ

る。とすると、GAFA にしても BAT にしても、どち

らか一方のビジネスではなく、組み合わせて行ってい

るビジネスとなる。あえて言うと、GAFA や BAT な

ど、プラットフォームビジネスのモデルをより有効に

活用し、競争力を得ている会社を、プラットフォーマ

ーというのが、より正しい定義かと思う。 

 

     

  

次に、プラットフォームのケーススタディとしてア

リババグループの金融事業について取り上げる。アリ

ババはソフトバンクなど、外資が入っている。それで

制約があるということだが、今は切り離されて、アン

トフィナンシャルという企業体になっている。ここを

例にプラットフォーマーを深堀りすると、アリババは

ニューヨークに上場しているので、情報が入りやすい

が、アントフィナンシャルは上場していないので、情

報が入りにくい。ここで紹介するのは、自分自身が企

業人などとの情報交換の中で、こういうモデルなので

はないかと理解した内容だ。この事業をレイヤー

〈層）に分けて考えると、わかりやすいかと思う。第
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一層として決済手段としてのアリペイがある。ここが

消費者の金融シーンの入り口になる。その中で、第二

層として消費者がアリペイのために入れたお金を短期

間で運用する、短期的にお金を借りる手段を提供する

など伝統的な金融機関が提供できていなかった金融サ

ービスを自ら開発して提供している。これにより、消

費者から見ると利便性が高まっている。 

 さらに第三層として、信用体系やリスク管理からな

る運営層がある。アントフィナンシャルが開発した個

人信用評価システム「芝麻信用」は、プラットフォー

ムに参加する人たちのスコアリングを明確にすること

によって、取引を活性化する。また、取引に関するリ

スク評価を行ったり、生態識別技術としてネット上な

ので、本当に存在しているのかを識別することが大事

である。なりすましなどを防ぐシステムの開発などに

よって全体的な信用、取引を活性化させている。 

 さらに第四層で、小売り、パートナーに対して、ク

ラウド、ビッグデータ、AI などの技術を提供して、こ

のプラットフォームに集ったパートナーが、よりビジ

ネスをやりやすい環境をつくっている。 

このように層に分けて考えると、理解しやすいかと

思う。これを「プラットフォーマーに関するレイヤー

構造」という言い方をしている。レイヤーごとに機能

を区切って、その中でプラットフォーマーの意思決定

のポイントは、何を自分がやり、何をパートナーに任

せるのか。例えば、金融のレイヤーである金融商品の

開発については、従来であると、アントフィナンシャ

ル自体が開発して、プラットフォーマー全体に対し

て、消費者の利便性を高めていったが、今の方向感

は、ここ自体は伝統的な金融機関に場を提供し、伝統

的な金融機関が金融商品を提供し、アリババはデータ

を提供するという方向に行こうとしている。それをア

リババは金融機関と競合して金融をやるのではなく、

金融機関に対してテクノロジーを提供するのだという

言い方をしている。アリババの事業設計を TechFin と

言っているが、計算や様々なデータを分析し提供した

り、ニーズを掘り起こすなど、従来の金融サービスの

対象とならなかった点を提供し、伝統的な金融機関が

仕事をしやすいような環境をつくっている。 

  

第 2 章 背景となる環境 政府の政策、中国の企業人

の考え方 

 ここではプラットフォーマーの成長の背景となった

政府政策と企業人の考え方などの環境の話をしたい。

これは私が理解している中国の政府のロードマップで

ある。2017 年の共産党大会で共産党政権が 2049 年ま

でに達成する目標を掲げた。2049 年にはトップレベ

ルの総合国力と国際的影響力を有する国となる。すべ

ての国民が共に豊かになることをほぼ実現し、幸福、

安全、健康な生活を有するように努力する。すごく単

純にいうと、米中の二大大国が世界を引っ張るという

ようなことが書かれている。その中間の 2035 年まで

の目標は、経済力、科学技術力を大幅に向上、文化面

のソフトパワーを著しく増強と書かれている。 もと

もと 2020 年までの小康社会の建設は、全ての国民が

穏やかに暮らせることを目標としている。私自身が比

較的中国政府に近いポジションで仕事をした経験から

の私見だが、中国政府の政策の特徴は大きな目標を掲

げながら足元ではマーケットがどうなっているか情報

を集めては、こまめに変更している。その中で、本日

のテーマのプラットフォーマーとか、デジタルの中の

中国政府の大きな関心は、社会秩序の維持と中国企業

の国際競争力、社会信用の改善、取引コストの低下だ

と認識している。中国政府を見る時に、今の米中の話

がすごくクローズアップされて覇権争いみたいな側面

もあるが、一方では小康社会の実現など足元で国民に

対して相当神経を使っている政府だと思う。そのため

の情報収集については、大学や政府系の金融機関、研

究所などを使って行っている。デジタル化に直接かか

わるのはインターネット+だが、背景でいうと 2014 年

に経済新常態を打ち出し、定義し、2015 年に供給側

改革をした。ここでは従来型の投資主導型、輸出主導

型の成長ではなく、これを量から質に変えていく必要

がある。ということが明記されている。その中で、新

たな成長エンジンとして定義したのが、中国製造

2025 とインターネット+である。インターネット+は

政策自体が書籍になっているが、見てみると、インタ

ーネット+金融とか、インターネット+教育のようなこ

とが書かれていて、基本は従来結びつかなかったもの

がデジタル技術を活用して、結びつくことによって価

値が生まれる、雇用が生まれるなどが書かれている。

その担い手としてプラットフォーマーがいると思う。 

 関連する政策に社会信用体系構築計画要綱というの

があり、読んでいただくと面白いが、中国の今の社会

は、ロードマップに書いたように政策を実行していく

ためにも社会の信用を上げていかなければならない。

しかし、今の中国は信用が軽んじられていて、これが

経済社会の様々なコスト・リスクを高めている。中国

の経済・社会がさらにアップグレードするためには、

社会全体が信用を大切にする意識と決まりや約束の遵

守の度合いを向上させることが必須だ。よって、政

府、企業、個人・団体のすべての活動について、法

令・企画・契約などに準拠して、信義を守る行いには

インセンティブを与え、信義に反する行いにはペナル

ティを科す仕組みを構築する。これを行うための手段

として、2020 年までに社会の成員全てをカバーする

信用評価システムを構築し、信用データを作るという

話がある。 まとめると、経済新常態から供給側改革

で量から質の変化の中で、中国はこの先どのように成

長していくのか。一つの鍵がインターネットである。
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インターネットを使って結びついていなかったものを

結び付ける。それが円滑に進むために社会信用体系の

政策を進めると見ることができる。これを見てみると

インターネット+の政策が戦略的に定義されたという

より、マーケットの状況を見て、政府自身が評価して

後付けでこういう政策が出てきたのではないかと個人

的に感じている。明確なゴール設定がなされ、一歩一

歩進んで行くというより、経済新常態における成長エ

ンジンはなにかを民間を含めて捉えて、それを政策と

してまとめてきたことがインターネット+ではないか

と思う。 

 本筋に戻すと、政府が全体的にインターネット、デ

ジタル化を支持している。明確にこれが違反かどうか

を決めずにまずは事業をやってみる。それによって価

値が提供されれば、政府は後追いで追認してくれる可

能性がある。あるいはインターネットについてお金が

提供されるなど、民間事業者が事業を行う上での環境

的なサポートになっているのではないか。社会信用体

系も、昨年のアメリカのペンス副大統領の演説の中で

も指摘されたように監視社会という面も否定できない

が、一方、政策を打ち立てていくために、取引を進み

やすくするように改善するために出てきているのが社

会信用体系である。アリババでいうと芝麻信用みたい

な信用スコアリングというのが民間の事業として出て

きており、取引の活性化につながっていくという面が

あると思う。政府が大きな方向性を示し、民間企業が

事業を行うグレーゾーンで事業をやりやすい環境をつ

くれている面もある。私の中国の接点は上海というエ

リアに限られていて、かつ冒頭説明した背景で仕事を

した者からこう見えているということなので、そうご

理解いただきたい。 

 産業政策についてみると、自動車を代表とするよう

な製造業の世界で「すり合わせ型」という、たくさん

の部品をこまめにすり合わせすることと、「モジュー

ル」というある程度出来上がった機能をつなげるとい

うものを見ると、中国は、たくさんの実験の中で、自

分たちが得意なのは「モジュール」であると政府が認

識していると思うが、モジュール化を標準としてルー

ル化し、マーケットを誘導するような動きが起きてい

る気がする。 

 競争戦略に関する中国政府の特徴として、企業を３

社程度に統合して競争させるということがあるが、デ

ジタルに関しては勝者総取りである。より多くの売り

たい人と買いたい人が集まっているところにメリット

があり、このようなネットワーク効果により「勝者総

取り」が起きやすく、どのようにプラットフォーマー

に関する競争政策をとっていくかというのは世界的な

課題でもあるが、中国も試行錯誤している。 

 私見ではあるが、インターネットビジネスで成功し

ている中国の企業の特徴として、プラットフォーマー

が社会の困りごとに着目して、それをネットでのマッ

チングを通じて解決して成長してきている。それと政

府の政策を合致させてお墨付きを得る。このプラット

フォームビジネス自体が、つなげることによる仲介料

だけでは、収益化できなくてもビジネスモデルを打ち

出すことによってお金を集めて、それを運用して全体

として金融事業としてビジネスが成り立っている。や

り方としては、呉 暁波という人の書いた「テンセン

ト伝」という本の中の一つの表現だが、小さな一歩、

反復、試行錯誤、スピードを持って事業化という特徴

があるのではないかと思う。中国企業人のチャレンジ

精神とか、走りながら考える行動様式がデジタル技術

を活用した事業化に合致していて、失敗やミスに対し

て寛大な社会が後押ししている。 

 その中で、今のデジタルビジネスの中でも、特にプ

ラットフォーマーのつなげるというこのやり方が、中

国の経営者に合っていると個人的に思う。私が知って

いる中国企業人の特徴でいうと、トレーダー的思考、

サービス、製品を地道に創るよりも、短期・効率的に

儲けたいという思考が合ってあるのではないか。これ

は、善し悪しの話ではなく価値観の話だが、日本人

は、お茶を美味しくするために日々努力をするといっ

たところに価値観を感じる企業が多いと思うが、私が

出会ってきた中国の人たちは、このお茶と和菓子を組

み合わせてパッケージ化して売るというようなことに

対してやる気がある人が多いと感じる。従来の中国の

方の仕事のやり方は、継続性がないとか、天才がいる

けどチームワークが悪いなど、そのように見えていた

が、状況は変わり、プラットフォーマーのつなげると

いうやり方に非常に合っている。 

 プラットフォーマーを牽引するデジタル化によっ

て、中国の経済や社会がどう変化したのかを少し考え

たので話したい。 

 プラットフォーマーのビジネス自体のポイントは信

用体系をつくることだと思うが、知り合いの中国人と

話をすると、お互いの信用に関する状況は改善され

て、むしろポジティブに捉えて、暮らしやすくなった

と言っている人が多いと思う。総合監視システムによ

る善行の促進、取引の活性化によって全体として信用

改善されている。信用スコアを社会インフラとするイ

ノベーションが生まれるという例が出てきている。一

つの例が、アントフィナンシャルが提供している相互

監視型保険の「相互宝」である。これは芝麻信用の信

用スコアが 650 点以上の人だけが対象である。その中

で例えばガンの保険を作るとする。保険はかけないけ

れども、誰かがガンになったら、みんなで支払うとい

う互助会のような仕組みである。加入者をスクリーニ

ングすることにより、詐欺的行為を防ぐ。特徴は信用

スコアがあり、企業が主体となって保険商品を作って

いたので、消費者から見た時に保険の収益性はなかな
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か見えにくかったが、消費者に見える形で保険商品が

できるということが起きている。 

 私が信用ということで着眼している点は「良いこと

をしたらメリットがある」と設計されていることだ。

従来型の人間関係がなかった人に対して、デジタルテ

クノロジーが出す信用スコアを信じて経済が動き始め

ているというのが、見ていくべきポイントかと思う。

消費者の主体性の拡大や、収益構造や保険金支払いの

妥当性などを一つのプラットフォームとして「見える

化」することで、信用スコアをインフラにして進んで

いくという動きがある。 

 二つ目の着眼点は、伝統的な金融系では提供できな

かった、サービスの対象となっていなかったものが対

象となる。これが一つの変化である。中国の共産党を

中心とした既得権益というか、一定の距離が近い人の

間で資源を回し合っているということがあったが、そ

れを変えていこうという動きがある。ここで起きてい

ることを見ると、従来なかったデジタル化を通じた信

用というインフラによって、関係性が少しずつ変わっ

ていく。従来、企業が商品化などのサービスを主導し

てきたものが、消費者に見えるような製品として出て

きている。また、従来、サービスのメリットを受けづ

らかった人たちがサービスの対象者になるという動き

が起きている。デジタルを通じて、「既得権益層に有

利な、人治で動く」社会・市場環境から「機会の平

等、格差の解消、企業人の創意と努力によりイノベー

ションを生み出し得る、法により動く」へ構造転換す

る取り組みに繋がっているのではないか。 

 

第 3 章 伝統的な企業とプラットフォーマーの競争と

提携 

 プラットフォーマーのビジネスモデルの最先端事例

として、金融包摂のサービスがどのように行われてい

るか。それとの比較で、伝統的な銀行はどのようにな

っているのか。 

 テンセント系の銀行、微衆銀行（We Bank）が行っ

ている金融包摂を紹介する。2014 年に中国で民間ネ

ット専業銀行が設立された。その中の一つが、アリバ

バ系の網商銀行（My Bank）。もう一つがテンセント

系の微衆銀行である。全体の大きな背景でいうと、微

衆銀行はアリババのプラットフォームを利用して事業

を行いたい会社を対象とした中小零細企業向けである

のに対し、微衆銀行はテンセントが人と人とのコミュ

ニケーションをつなぐというプラットフォームに対応

して個人向けという特徴がある。この微衆銀行の設立

式典で李克強総理は「インターネットを利用した金融

業がこれまでのコストを引き下げ、中小企業に適切な

利益を提供するとともに、伝統的な金融機関の改革ス

ピードを加速する圧力になるだろう」とスピーチして

いる。 

ビジネス体系の中で、テンセントのエコシステムと微

衆銀行の位置づけだが、テンセントは日本でいう Line

のような QQ や WeChat などを通じて、人と人とをつ

なぐ事業である。テンセントは、ここに集う個人に対

して、ビジネスを提供したい人の入り口を作り、そこ

にパートナーを集め、彼らが集った個人に対してビジ

ネスを行う環境をつくるというオープン戦略をとって

いる。支払いに関しては、アリババのアリペイのよう

な、ウィーチャットペイがあり、そこを入り口に事業

者のサービスを使うように誘導し、個人へのサービス

を循環させる。中小企業や個人へお金が回るようにし

たことで、全体として経済の活性化へ発展させた。 

仕組みだが、QQ や WeChat は数億人単位のユーザ

ーがおり、これを使ってコミュニケーションをつくっ

ている。この個人ユーザーの、お金を借りたい人から

融資の申し込みを受け付けてから、6 秒くらいで審査

をし、お金を貸し付ける。返済するときも 5 秒以内で

処理を完了する。特徴は顧客の 76％はブルーカラーと

呼ばれる人たちで、従来の金融機関のサービス提供対

象外の人たちということだ。 

微粒貸の特徴だが、小口・短期については、1 件あ

たりの融資金額が 500 元から 30 万元で一日単位の借

入・返済に対応することができる。現にこの仕組みを

使っている個人が 6,000 万人おり、非常に高い利ザヤ

と低いデフォルト率を実現している。従来の金融機関

がお金を貸し出すときの情報源は中国人民銀行個人信

用情報データベースである。そこにブラックリストや

公安データによる犯罪歴、学歴データなど公になって

いるものを使用し、融資が行われていた。それに対し

て、テンセントのエコシステムは生活データ、興味・

趣味データ、社会交際データ、関係チェーン・データ

などを使って評価モデル（個人の人物像）を作成し、

ホワイトリスト（融資をして問題ない人）を作成して

いる。従来の借り入れをしていない人に、積極的に融

資をプッシュ式で提案する。借りて返済した履歴に基

づき、さらにセグメント定義と評価モデルを改善して

いる。 

微衆銀行の設立当初は、高級幹部の大部分は平安グ

ループからであり、中堅以下はインターネット企業か

ら参画した。行員のうち IT 技術者が 50％を占めてお

り、ヘッドはマレーシア人、他のコアメンバーは米国

人、インド人など多国籍幹部層の多くはシリコンバレ

ー出身者である。これは「中国の特殊なサービスでは

なく、中国を実験場にして世界最先端のロングテール

の金融システムをつくって、世界に売っていこう」と

明確に彼らは言っている。それでは、なぜシリコンバ

レー出身者が中国を実験場としてくるのかというと、

中国において個人や企業などのデータ活用が比較的容

易であることと、微衆銀行のようにプラットフォーム

の新興企業が多いので、レガシーシステムの維持管理
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がなくゼロベースでシステム構築ができ、企業のイノ

ベーションに対して基本的には開放的な中国政府政策

がある、ということからだ。このように中国で最先端

の金融システムをつくり、日本を含む世界で売ってい

きたいというのが最新の状況である。ここで紹介して

いることは中国の大きなマーケットがあるからこそで

きることであり、このままでは日本には持ち込めな

い。一方でこれをやっている人たちは中国国内で実験

をして、他国に売りたいという中で、世界の高級人材

層が集まって、そこでトライを楽しんでやっていると

私は感じている。それが今のプラットフォーマーの活

力でもある。 

微衆銀行が融資する 80％の資金は伝統的な銀行が出

している。20％は微衆銀行が自ら出している。それは

資金源への制限もある。得られる利息については、

７：３で微衆銀行が 3 割をシェアしている。微衆銀行

は 20％の資金を出し、30％の利息を得ている。ここ

で大きな利息差を獲得している。伝統的な銀行とプラ

ットフォーマーとは、競争原理にありながら、同時に

従来の銀行がアプローチできなかった個人に対して、

入り口をプラットフォーマーがつくり、伝統的な銀行

が融資をするという関係ができている。中国のデジタ

ル化におけるインパクトというのを定量的に分析する

のが重要かと思うが、中国の人民元の貸出総額が、

2018 年度末 139.53 兆元で、年度が違うデータではあ

るが、微衆銀行の貸出残高は 2017 年度末で 477 億元

である。単純に割ると 20％の 0.04％である。微衆銀

行は借りたら返すということが、短期間で行われてい

るので、単純に残高を比較するのは適格ではないが、

インパクトはこのような状況である。 

プラットフォーマーの参入により、伝統的な銀行の

インパクトはどのようになっているか。顧客接点をプ

ラットフォーマーに奪われて顧客情報が入ってこな

い。預金、決済・送金業務への影響は出ている。中国

の伝統的な銀行は、Tier１と呼ばれる国営五大銀行、

Tier2 の株式制銀行、Tier3 の地方銀行と大きく三つ

に分かれる。Tier１は自ら EC サイトを運営し、プラ

ットフォーマーと競合するポジションでデジタルビジ

ネスに取り組んでいる。一方で、「工商銀行と京東」、

「建設銀行とアリババ」のように、プラットフォーマ

ーと戦略提携もおこなっている。Tier２は独立性を維

持しながら、同時に自らが消費者設定をどうつくって

いこうか取り組んでいる。 

工商銀行の例だが、金融だけでなく、生活用品につ

いても EC サイトを運営している。彼らは、プラット

フォームを通じて、客と商店をマッチングすることを

目的としている。取引と融資を結び付けることで、顧

客ロイヤリティを高め、金融サービスを活性化・高度

化している。対して、Tier2 の銀行例として、広発銀

行は自分たちの得意な領域で顧客との接点をつくり、

そこから継続的な取引をしていく取り組みをしてい

る。例えば、大学生向けのカードを発行し、大学生に

関連する取引先とをつなげプラットフォーマーのよう

なことをしている。しかし、やってみると、マインド

や文化の面、経済圏などなかなか簡単ではなく、様々

なことを併せて戦略を検討していかないと、必ずしも

うまくいかない。 

 

第 4 章 プラットフォーマーの競争ポイント・重点戦

略の変化と展望 

 生活シーンの囲い込みを巡るプラットフォーマー間

の競争とネットとリアルの融合がある。アリババとテ

ンセントは様々なレイヤーで自らサービスを提供す

る、あるいはパートナーを集めて客を囲い込んでい

る。競争の争点は、生活に密着した利用頻度の高いと

ころになっている。消費者に対し、あらゆるサービス

を提供し、そこに金融サービスを絡めている。タクシ

ーや食品など、頻度の高いところで消費者と接点を持

ち、全体でサービスを使ってもらうということだ。

「美団」のビジネスモデルだが、客単価が低く利益率

は低いが取引の多いもので接点をつくり、より高額な

ところへ循環させるというビジネスを行っている。こ

れは一つの競争の例だが、生活シーンを誰が握るかが

ポイントになっている。 

ネットとリアルの融合の例として、アリババでいう

と、盒馬（フーマー）というネットとリアルが融合し

たスーパーがある。特徴は従来ネットで売りにくかっ

た生鮮食品をネットで売りやすくした。実店舗で食品

を選び、調理方法を指定して食事をすることもできる

し、同じものをネットで再度購入することも可能であ

り、30 分以内で配達も可能である。お店の陳列棚自体

が倉庫としての相互機能を果たしている。ネットで注

文が入ると、従業員が陳列棚から商品をピッキング

し、裏の配送センターから配送する仕組みになってい

る。オンラインの顧客をオフラインのパートナー店舗

に誘導している。リアルの現場体験で安心感を与え、

利便性の高いネットへの誘導をする。ネットの情報を

生かしながら、ネットだけではできなかった生鮮食品

事業をおこなっている。対象としているのは、25 歳か

ら 45 歳の女性であり、価格より商品の品質を求め、

時間に対して敏感な層である。従来は仕事帰りに買い

物をして、調理していたものが、仕事帰りに注文した

ものが家に帰ると届いている。 

ネット取引は飽和状態になりつつあり、新規ユーザ

ーの伸びが止まっている。経済産業省が出している通

商白書 2018 によると、中国はオンライン取引の、全

体の商業取引量における比率（EC 化比率）は 20％

超。日本は 5.7％。アメリカが 10％である。すでに中

国での割合は世界で一番多い状態になっている。2016

年頃から、アリババのジャック・マー会長などもネッ
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トとリアルの融合などということを盛んに言うように

なっている。新規の客を確保するにはコストがかかる

ので、逆にプラットフォーマーと呼ばれる人たちは、

オンライン取引を通じて情報を取っている。データを

持っているので、残りの 80％のオフラインの従来型の

小売店へ客を取りに行くという戦略がとられている。 

その中での課題は、実店舗で地方から出稼ぎにきた若

い男女が商品をピッキングする作業を行っていること

だ。彼らは賃金高騰の問題もあり、短時間のノルマ制

なので、どれだけ配達したかで報酬がもらえるように

なっている。逆に時間に間に合わなければ、ペナルテ

ィが課せられるため交通事故などを引き起こすことも

あり、社会問題になっている。盒馬（フーマー）モデ

ルは、一部の高級人材がモデルを考え IT を作り、多

数の低賃金労働者との組み合わせで成り立っている。

デジタル技術プラス低賃金労働者の人海戦術の組み合

わせである。しかし、この低賃金労働者の人材確保が

難しくなってきており、現在、初めてフーマーの実店

舗の閉店が起きた。もう一つは、顧客が満足できる品

質を維持することを継続できるかどうかである。 

 

     

 

今のプラットフォーマーの動きを見ていると、この

低賃金労働者の動きを底上げするよりも、自動化とか

機械化に向かっているような気がしている。天才たち

プラス自動化、機械化により、顧客価値を創出できる

か。金融収益に依存しない収益化、継続性などがプラ

ットフォーマーのリアル進出における課題だと思う。 

アリババの新製造について、ジャック・マー会長の昨

年の発言では、New Retail はオンラインとオフライ

ンの融合だが、「新製造」は製造業とサービス業の融

合であり、その競争力は製造自体ではなく、製造の背

後にある思想や体験、サービス能力がもたらす。アリ

ババは製造業に参入するのではなく、消費者のデータ

に基づいて、それを製造企業に提供することにより、

アリババが求めるような商品を作ることをやっていこ

うということである。 

彼らは顧客チャネル（顧客接点）をつくって、そこ

にサービスを提供していく。ここのデータを持ってい

ることが強みであるが、競争のポイントがチャネルか

ら製品とサービスに回帰しているのではないかと思

う。ただし、単純な回帰ではなく、デジタル技術の活

用や、エコシステム間の競争に変革している。ポイン

トとしては、ネットのデータを駆使して、出店計画や

無駄のない在庫管理が新しい取り組みでもあるし、自

分たちがデータから知りえた顧客データを新しい製造

に貢献しようとしている。 

日本企業の場合は、現場に拠点があり、どうサプラ

イチェーン、バリューチェーンを構築し、最終的に何

をつくるかを考えるということだが、今、プラットフ

ォーマーがやろうとしているのは、ビッグデータに基

づいてこんなものを作りたい、消費者にこんな体験を

させたいということである。この考え方に対して共感

するモノを集め、新しいチェーンをつくろうとしてい

る。フーマーの例も日本でネットとリアルの融合とい

うのは取り上げられているし、やろうとしていること

は、ネットで集めてきたデータに基づいて、小売りや

製造の本体をつくり替えることであり、自分たちの生

き残りの場としていきたいのではないかと思ってい

る。競争力の中核はチャネルに加えて、製品やサービ

スに移っていると認識しているが、アリババを例に挙

げると、ネットだけで完結するビジネスの範囲には限

界があり、一歩、ネットからリアル（現実）の世界へ

出てきたときに、事業基盤をつくれるかどうかという

課題がある。一方、日本の伝統的な企業の場合、競争

のポイントが製造やサービスに移った時、従来型でよ

いのかというと、より多くのパートナーを集めて、デ

ジタルな時代になって、伝統的な企業もより消費者に

近づいていき、そこでの商品需要に応じて、自分たち

の製品を適応させていくことが必要になってくる。そ

うした時に、従来の自分たちのパートナーだけではな

く、新規のパートナーとも組んでいき、エコシステム

をつくっていくとか、自分たちも消費者との接点をど

うつくっていくかという取り組みが必要かと思う。 

 

第５章 中国企業人の課題意識と日本企業への示唆

【考察】 

 本日のプラットフォームとかデジタルの話に限らな

い世界で、「プラットフォーム上のマッチング」品質

改善、イノベーションの限界が顕在化している。AI は

売り方には役立っても、肝心な製品・サービス開発に

は役立っていないのではないかという発言をよく耳に

するが、競争の主戦場がネットとリアルの融合に移る
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中、デリバリー力が成長のボトルネックになるのでは

ないかと考える。今年の１月に掲載された、セブンイ

レブンの鈴木敏文元会長の日経新聞のインタビュー記

事では、ネットはどこかで限界がくる。消費者が高い

レベルのものを必然的に求めたときにネットで対応で

きる範囲には限界があるという言い方をされている。

変化の過程の中で、デジタル技術+低賃金労働者の人

海戦術モデル、あるいは、それを機械化するようなモ

デルができるかということだと思う。利益の配分とし

ては、プラットフォーマーに利益が集中している。先

ほど、中国の企業人の課題意識を紹介したが、先行投

資型で金融収益を併せて収益化するなど、成長拡大を

前提とした人材・組織マネジメントは限界にきている

のではないかという話を聞く。 

 中国のモデルは、どの範囲で影響力を持つかについ

て私見だが、クリティカルマス（臨界質量）を超える

数を取ることが競争ポイントとなるサービス領域は、

本日話をしたような背景があるので、まだまだ中国は

強みがあると思う。また中国政府が戦略技術として

R&D 投資をし、実験場として中国市場を活用したル

ール化に取り組む領域では強みがあると思うし、日本

企業は実験場としての中国を考えていく必要がある。

一方で、中国企業人の課題意識で申し上げたようなこ

ととして、中国の経営の特徴をどう変革していくかと

いうところにテーマが来ているのかと思う。 

 プラットフォーマーがリアル対応していかなければ

いけないことと、伝統的企業のデジタル対応のいずれ

にも課題があり、お互いのポジション取りを競争しな

がら、プラットフォーマーは彼らの立ち位置から頂点

を目指し、伝統的企業はリアルな強さからプラットフ

ォーム的な要素を取り入れるとか、その中で頂点を目

指していくことになるので、そこでぶつかり合いが生

じてくるのではないかと、私は中国で仕事をしていて

感じている。 

 それぞれのプラットフォーマーの戦略を紹介してき

たが、戦略を考えたときに、プラットフォーマーがリ

アルをやろうとしたときに従来のプラットフォーマー

の組織の在り方、それだけでできるのかが課題である

し、伝統的な企業が自分たちの事業の中にプラットフ

ォームのモデルを取り入れるなど、組織の在り方を考

えていかなければならない。戦略と組織の整合性を考

えていく必要があると思う。これは経営の中のベーシ

ックな話であるし、それが本質であると思う。 

 最後になるが、我々日本企業はどうするかという

と、日本企業のように伝統的な企業も自らの事業にプ

ラットフォームをどう組み合わせていくか。プラット

フォーマーとどのように提携しながら競争するかとい

うことを考える必要がある。その時にまずは、プラッ

トフォームというモデルを理解することが大事だと思

うし、その中で、中国のマーケットは止まっているの

ではなく変化している過程だが、それをきちんと理解

し、自分たちはどこにポジションを取っていくのかを

考える必要がある。先ほどの銀行の例も、試行錯誤し

ながらやっているが、現に起きていることから学ん

で、ポジションの取り方を考えていかなければいけな

いのかなと思う。 

 以上、私自身がビジネスに取り組みながら、考えて

いるかなり私見的な部分が多いが、説明させていただ

いた。ご清聴ありがとうございました。 

 

【質疑・応答】 

（司会） 

先生ありがとうございました。会場から質問を受け付

けます。 

 

（フロア１） 

Q:気になったのは融資の部分である。６秒という短い

審査の裏側が気になった。また、芝 麻信用のことに

ついて、現在、中国政府の方に移して、公共的なイン

フラというか、政府のインフラにしてしまうという動

きがあるが、その時にどのような社会へのインパクト

があるか。また、懸念しているのは、プラットフォー

ムが巨大なので、そこから得られる銀行口座、身分証

明書、戸籍、顔認証を全部ひもづけて、どのような社

会になるのか気になっている。 

A:１点目はホワイトリストを作った時点で、この人に

融資をして良いかどうかが既に決まっている。２点目

は非常に難しいが、ご指摘のように、芝麻信用を含む

中国の民間の信用機関は 8 社あって、正式な認可が出

ない。民間の信用スコアに対するあり方が、芝麻信用

がやってきたことに対して、金融取引の信用スコアと

して妥当な評価基準なのかが争点になっている。特に

人民銀行などは個人の評価において交遊関係みたいな

ものまで含めていいかどうかという問題意識があると

思う。もう一つは、信用スコアは幅広く使う流通性の

ようなものを当初求めていたが、プラットフォーマー

の顧客が囲い込みの手段にしていることも背景にあ

る。 

政府関係者が、みんながみんなそれをもって統制して

いこうということではなく、中にも色々な意見があ

り、今のような状況になっていると思う。 

 

（フロア２） 

Q:プラットフォームは中国で巨大になりすぎたので、

それを支える通信ネットワークのインフラが広がって

いると思うが、それはサイバーセキュリティも含めて

健全なのか。 

A:それは課題だと思う。インフラとして見たときに、

まさに中国はそこに対して国も民間に投資をしてきて

いるし、政府がプラットフォームをうまく使ってい
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る。しかし、日本もそうだが、中国もここは課題だと

思う。 

 

（フロア 3） 

Q:BAT の日本へ浸透度を教えていただきたい。GAFA

は私たちの生活に非常に入ってきていることが実感で

きるが、BAT はそこまで実感がない。これは気が付い

ていないだけなのか、まだ導入段階だからそうなの

か。もし、彼らが日本市場に入ってくるのに苦労して

いるのであれば、それはなぜなのか、何が進出を阻ん

でいるのかお聞かせいただきたい。 

A:これは私見であるが、BAT の日本事業のメインは、

中国人観光客対応と、中国で売る製品の調達であり、

現時点で日本人消費者向けのマーケットを一生懸命に

開拓しようとしているとは見えない。アリババのビジ

ネスモデルは、プラットフォーマーが消費者との接点

を押さえて、そこに対しての決済ツールや、信用スコ

アのように、絡めながら囲みこんで、企業が入ってく

る体系をつくることである。アリババなどは、東南ア

ジアやほかの新興国で展開しているが、日本でこのモ

デルをつくれるかというと、むしろ、彼らから見たと

きの、市場開拓の難易度の問題や、そこで得られる実

益としての投資効果を見たときに、日本で積極的に日

本企業と対抗してやっていくことよりは、むしろ日本

企業とパートナーとしてやることのほうがいいと考え

ているのではないかと私には見える。 

 

（司会） 

先生どうもありがとうございました。 
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2.講演資料 
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